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米国における高病原性鳥インフルエンザ発生時の

郡単位のゾーニング適用に係るリスク評価における補足的資料

２ ０ １ ８ 年 ７ 月

農林水産省 消費・安全局

動 物 衛 生 課

Ⅰ．米国における 2014/15 年の一連の高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）発生を受

けた同国の対応強化策

１．主な強化策の時系列

① 2014 年 12 月～2015 年 6 月

米国 15 州の商用家きん農場（計 211 戸）及び裏庭家きん農場（計 21 戸）

において HPAI の発生が確認され、合計で約 4300 万羽の鶏、約 740 万羽の七

面鳥を殺処分。

② 2016 年 1 月（11 日）

米国農務省動植物検疫局（USDA/APHIS）が HPAI の発生予防とまん延防止

策の強化について定めた「2016 HPAI 準備・対応計画（Preparedness & 
Response Plan）」を公表。 

③ 2016 年 1 月（15 日）

米国インディアナ州の家きん飼育農場で HPAI の発生が 1 例確認。

④ 2016 年 2 月

連邦規則集（9 CFR）のうち HPAI 発生時の殺処分家きんに対する補償に関

する規定を改正し、HPAI 発生時に当該農場が適切なバイオセキュリティ措置

を講じていないと、殺処分家きんに対する補償の請求を受け付けないことを規

定。

⑤ 2017 年 3 月

米国テネシー州の商用家きん２農場において HPAI が確認。

⑥ 2017 年 7 月

商用家きん農場が 100％参加している、全米家きん改良計画（National
Poultry Improvement Plan: NPIP）に 14 項目にわたるバイオセキュリティに関

する規定を新設。

２．主な強化策の内容

（１）「2016 HPAI 準備・対応計画（Preparedness & Response Plan）」 
2014/15 年の一連の発生を受け、2016 年以降における更なる発生に備える

べく、既存の発生時対応計画に加える形で、発生予防、準備・対応の強化、対

応能力の改良・効率化、AI ワクチンの備蓄などについて記述された。強化策の

ポイントは以下のとおり。

－ バイオセキュリティの強化：

2014/15 年の発生の疫学調査により、農場毎のバイオセキュリティの実施が
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重要とされたことを受け、APHIS は農場関係者に啓発するため、バイオセキュ

リティ強化に関する教材、オンライン講座などの提供をより一層強化。 
  － 検査と防疫対応の迅速化： 

従前は国立獣医研究所（NVSL）での確定検査により、発生農場の殺処分を

開始していたが、全米動物衛生研究所ネットワーク（NAHLN）所属の検査施

設において、陽性と判断された時点で処分を開始することなった。更には、現

場での簡易検査の使用も解禁し、州の同意があればこの時点での防疫措置の開

始も可能となった。また、24 時間以内を目指す殺処分についても、実行困難

な場合は換気口遮断による処分方法も認めることになった。 
  － 発生時の人的対応能力の強化： 

発生時は、原則として連邦政府と州政府が連携し、防疫措置が講じられるた

め、迅速かつ的確な防疫措置の実施を図ることを目的に、発生時に必要な人員

を的確に判断できるシステムの改良、緊急対応チームの増員、複数省庁間で調

整するチーム等が新たに設置された。また、緊急時対応者に対する殺処分方法

などのトレーニング素材の充実に加え、翌冬までに対応者の更なる理解向上の

ため、トレーニングセミナーとオンラインでの講座を相当数実施した。 
  
（２）HPAI 発生時の殺処分等への補償金支払い規則変更 
   HPAI の発生に伴い殺処分された家きんに対しては、政府による 100％市場

価格での補償が実施されるが、発生農場がこの補償を申請するための要件とし

て、発生時に以下の項目が含まれている適切な農場バイオセキュリティ計画を

有し、同計画が実行されていないと申請を受け付けないよう規則を改正した。 
 － 農場の従業員に対するバイオセキュリティの手順書及び教育プログラム 
 － HPAI の侵入防止とまん延防止のための野鳥、ネズミ、昆虫のコントロール

方法 
 － 車両や器具などを介した HPAI の侵入防止のための対策 
 － 衛生管理区域の設定 
 － 鶏舎内で使用するための清潔な水源の確保 
 
（３）NPIP の新たなバイオセキュリティ項目（14 項目）の新設 

 農場毎に遵守すべき 14 項目の内容は以下のとおり。 
① バイオセキュリティに関する責務 
 → 農場独自のバイオセキュリティ計画（以下「バイオセキュリティ計画」

という。）の策定、実施、メンテナンス、継続的な有効性の確保に関する責

任者として、バイオセキュリティに関する基本原則に知識を有する担当者

を農場毎に設置すること。 
策定されたバイオセキュリティ計画は、年１回見直し、必要に応じて改

変すること。 
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② 農場従事者への教育 
 → バイオセキュリティ計画には農場従事者への教育プログラムが必ず規定

し、農場に普段から入る者は当該プログラムを必ず受講すること。 
トレーニングは年１回実施し、記録として残すこと。 
新入社員は、勤務開始前に必ず受講すること。 

③ 家きん飼育エリアの設定 
 → 家きんが飼育されているエリア（主として家きん舎）の外周を線引きし

て飼育エリアを設定し、この境界を交差する場合のルールを明確化し、必

ず関係者に遵守させること。 
④ 周辺バッファーエリア（Perimeter Buffer Area: PBA）の設定 
 → 家きん飼育エリアの周辺区域と家きん飼育とは関係のないエリアを区分

するための線引きを実施し、この境界を交差する場合のルールを明確化

し、必ず関係者に遵守させること。 
⑤ 農場訪問者への措置 
 → 農場従事者だけでなく、外部の農場関係者が農場内に入る際の規定（外

部で家きんと接触した人が PBA に入る際の手順）や従業員及び部外者専用

の防護服を準備することなどを規定すること。 
⑥ 野鳥、ネズミ、昆虫への対策 
 → 野鳥との接触防止措置に加え、ネズミなどのペストコントロールについ

ても実施するとともに記録する。さらに、当該施設の侵入リスクが高まっ

た際には必ず見直しを実施すること。 
⑦ 農場に関連する車両及び物品への措置 
 → 農場を出入りする車両及び持ち込まれる物品などへの洗浄・消毒の手

法、備品などの共有を制限することなどの規定とともに、PBA 内の車両の

入口や通行順路についても規定すること。 
⑧ 死亡家きんの取扱い 
 → 死亡家きんは毎日回収し、野鳥やネズミなどが接触し、他の施設との間

で交差汚染などが生じないよう死亡個体を管理すること。さらに、これら

死亡個体の処分方法についても規定すること（農場内での処理を推奨）。 
⑨ 糞尿及び使用済み敷料の取扱い 
 → 糞尿や使用済み敷料は適切に処分し、敷地内で保管する際には野鳥やネ

ズミなどが接触できないような措置を講じること。 
⑩ 家きんの導入 
 → NPIP のガイドラインに沿った健康家きん群由来の家きんを導入するこ

と。導入の際には清潔な車両及び搬送用ケースを用いることなどについて

も規定すること。 
⑪ 家きん舎における水の供給 
 → 家きん舎内の飲用水や蒸発冷却装置に用いる水については、井戸水や水

道水が望ましく、池の水などの表面水を用いる際には、水を介した侵入リ

スクを低減する適切な措置を講じること。 
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⑫ 飼料や敷料の導入 
 → 導入する飼料、敷料は野鳥やネズミなどによる汚染を極力避ける手法で

配送・保管されること。また、PBA 内にこぼれたエサについては直ちに掃

除し廃棄すること。 
⑬ 罹患率や死亡率の情報に関する報告 
 → 定められた水準を超えた罹患率及び死亡率の上昇は直ちに通報され、原

因を除去するための適切な措置が講じられること。 
⑭ 査察 

    → 少なくとも２年に１度、州の公的調査官による査察を受けること。 
査察内容については、年に１度、農場バイオセキュリティ担当が毎年実

施する計画の自ら見直し結果の査察に加え、バイオセキュリティ計画の従

業員らへの教材、計画実行を担保する書類についての書類上の査察であ

り、査察結果は合格・不合格に関わらず、NPIP の全米事務所に提出され

る。 
      なお、不合格の農場については、NPIP の全米事務所担当職員、APHIS

の専門職員、州の調査官、家きん農場を担当している獣医師から構成され

る査察チームにより現地実態調査が実施され、必要に応じた改善指導が講

じられる。 
 
Ⅱ．米国における低病原性鳥インフルエンザ（LPAI）のサーベイランス体制 
 １．NPIP とは 
   NPIP とは全米家きん改良計画（National Poultry Improvement Plan: NPIP）と

いう連邦政府・州政府・家きん産業界が協力して実施する任意の参加プログラム。

アラスカ州及びハワイ州を除く全ての州で採用され、商業用家きん農場の 100％が

参加している。州政府は覚書を通じて APHIS と協力体制を築いているほか、参加

者は州政府との間で参加合意書を締結している。 
   本計画は 1930 年代の設立当初、Salmonella Pullorum を病原体とするひな白痢

の清浄化が目的とされていたものの、その後対象疾病が拡大し、1998 年以降には

鳥インフルエンザの清浄性認定プログラムが開始され、特に LPAI の摘発・清浄化

を目的としたアクティブサーベイランスが実施されている。 
  
 ２．LPAI のアクティブサーベイランスについて 
   鳥種及び飼養形態ごとに課せられるサーベイランスの内容が連邦規則（9 CFR）

に規定されており、ここではブロイラー生産における上流から下流において実施

されているサーベイランスを例に挙げる。なお、種鶏農場については、以下の条件

を満たしている家きん群が「US AI Clean」、食鳥処理場については「US H5/H7 AI 
Monitored」として認証される。 
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肉用原種鶏飼養農場 

基本条件 
4 ヶ月齢以上の家きん群について 30 羽以上で検査を実施し、

陰性を確認。 

維持条件 

90 日間ごとに 15 羽以上で抗体検査を実施し、陰性を確認。 
又は 
群を代表している 30 羽以下の抗体検査を繰り返し、90 日間

ごとに合計 30 羽の検査で陰性を確認。 
又は 
30 日間以下の間隔で抗体又は抗原検査を実施し、90 日間ご

との合計 30 羽の検査で陰性を確認。 

食鳥処理時 
食鳥処理前 21 日以内に少なくとも 11 羽で抗体検査を実施

し陰性を確認。 
 

肉用繁殖種鶏飼養農場 

基本条件 
4 ヶ月齢以上の家きん群について 30 羽以上で抗体検査を実

施し、陰性が確認されていること。 

維持条件 

90 日間ごとに 15 羽以上で抗体検査を実施し、陰性を確認。 
又は 
群を代表している 15 羽以下の抗体検査を繰り返し、90 日間

ごとに合計 30 羽の検査で陰性を確認。 
又は 
30 日間以下の間隔で抗体又は抗原検査を実施し、90 日間ご

との合計 15 羽の検査で陰性を確認。 

食鳥処理時 
90 日間ごとに 30 羽を上限として、廃用鶏に対し出荷前 21
日以内に抗体検査で陰性を確認。 

 
ブロイラー農場（肉用鶏食鳥処理場） 

① （処理作業員の）１シフトごとに少なくとも 11 羽について H5/H7 亜型 AI
に対する検査を実施し、陰性を確認 

州調査官の許可があれば、仮に検査羽数が 11 羽未満であっても月内平

均で１シフトごと 11 羽相当の数に対し、H5/H7 亜型 AI に対する検査を

実施し、陰性を確認することでも可 
又は 
② 出荷前 21 日以内に少なくとも 11 羽について、H5/H7 亜型 AI に対する検

査を実施し、陰性を確認している家きん群のみを受け入れ 
又は 
③ USDA 及び州当局の承認を受けた H5/H7 亜型 AI 摘発のための対象処理場

となっており、①又は②と同等の羽数について検査されていること 

 （以上） 


